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部落解放同盟琴滞町協議会
議 長 前 田 英 敏 様
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琴浦町教育委員会

教育長 小 林 克

部落解放総合施策及び2 0 1 9年度解放事業要請について（回答〉

2018年11月14日付けで要請のありました件について、下記のとおり回答します倒

記

部落解放に関わる総合施策について
「部落差別の解消の推進に関する法律Jの具体化にあたり、 今後の琴浦町長及び琴浦

町教育長の基本認識と姿勢について見解を示されたい。
また、 推進法の施行について住民への周知をどのように実施されるのか考えをお開封

したい。
＜回答＞（人権・同和教育課）

「部落差別の解消の推進に関する法律（以下「法律Jという。）Jは理念法記
はいえー本町並ぴに地方公共団体が取組んでいる部港問題解決に向けた施策倒
実施や教育・啓発の推進の根拠となるものであることから、我が国固有の人権
問題である部落差別の完全撤廃に向けた大きな一歩であると認識し、今後も部
落差別解消に向けた取組を推進していきます。

具体的には、「琴浦町あらゆる差別をなくする総合計画（以下「総合計画J
という。）Jに基づき施策を推進しているところです。

「法律 j の住民周知につきましては、あらゆる機会を通じ、継続してお知似
せしているところです。 平成30年度の主な取組につきましては、 次のとおり
です。

・ 琴浦町人様・同和教育推進協議会総会資料に添付・周知（6月6日開催）
． 人権・同和教育部落懇談会での啓発・周知(II～3月）
・ 町ホームペー ジトップに差別的な書込みを抑制する啓発記事と併せ、 「法

律Jを掲載.. (5月24日～8月23日）



2 「部落差別の解消の推進に関する法律Jでは、 「国及び地方公共団体の責務j として 判

役割分担の下で「相談体制の充実J「教育及び啓発J「部落差別の実態に係る調査Jの実
施が明記されているが、このことをどのように推進していかれるのか琴浦町としての施
策を明らかにされたい。

＜回答＞（人権・同和教育課）
「相談体制の充実」について

相談事業は、隣保館の根幹をなすものであります。
各隣保館に生活相談員を配置し、関係機関と連携しながら、「総合生活相

談事業Jとして より身近で信頼される相談体制を維持していきます。
「教育及び啓発Jについて

部落差別をはじめとするあらゆる人権問題を、他人事ではなく自分事と
して捉えるよう、また、抽象的ではなくリアリティのある学習につながる
よう、各文化センタ ー を十分に活用し、差別と向き合い、実態を知り、地
域の方に寄り添い、つながり、共に差別を許さない立場で行動できる人を
育てる教育を進めていきます。

「部落差別の実態に係る調査Jについて
本町では、「総合計画Jを5年毎に見直しています。その際、取組の成果

と課題を明らかにし、今後のより効果的な取組の推進を図るため、「琴浦町
人権 ・ 同和教育に関する意識調査（以下「意識調査」という。）Jと「琴浦
町人権と生活に関わる調査Jを実施しています。

また、国及び県が実施する実態把握調査にも協力する予定です。

3 昨年同様、琴浦町での部落差別メール投書事件をはじめとした差別事件が県内で多謝
発生している。

琴浦町としてこの状況を、 どのように認識し対処される予定か明らかにされたい。
＜回答＞（人権 ・ 同和教育課）

「法律Jには、情報化の進展にともなう部落差別に関する状況の変化が指摘
されています。実際に、インターネット上では、虚偽情報や偏見・差別を煽る
情報が大量に発信されており、部落差別が拡散・助長されています。中部、
被差別部落の所在地を特定できる悪質なサイトもあります。

本町では、今年5月に発生したホームペー ジへの差別書込み事象後、インタ
ーネッ！：：＿tニタリングを開始し、本町に関わる差別番込みについては、運営管
理者伝部慰聖誇lノました。また、人権問題とメディアリテラシーや情報モラル
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を絡めた講座を開催するなど、 取組を進めています。

4 「部落差別の解消の推進に関する法律Jにおいて、部落差別が現存することが明記さ
れているにもかかわらず、町内及び町議会内でf部落差別は存在しないJ という宣伝行
為が繰り広げられ、同和対策不要論や人権・同和教育不要j論が展開されている。

このことに対する琴浦町としての見解を明らかにされたい。
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く回答〉（議会事務局、 人権・同和教育課）
昨年と今年、琴浦町ホー ムベ｝ジ問合せフォ ー ムへの部落差別に関わる書込

み事象が発生しました。
平成26年8月実施のf意識調査Jでは、4人に1人が部落問題に 関する差

別的な発言や行動を直接見聞きしたことがあり、その8割が身近で発生したと
回答しています。また、被差別部落に対する忌避意識があることも確認されて
います。このように、差別事象として表面化してしなくても、被差別部落に対
する偏見や差別意識が根強く残っているのが現状です。

琴浦町としましては、部落差別撤廃の施策として必要な同和対策事業を継続
するとともに、あらゆる差別をなくするための教育・啓発を推進していきます。
同和対策不要論や人権・同和教育不要論を主張する人に対しても、粘り強く
育・啓発を進めていきます。

また、議員を対象とした研修会等を実施し、差別の現実を知り、 部落問題の
解決に向けた取り組みを行っているところです。

5 各施策の実施について
(1）固定資産税に対する減免措置の継続をお顔いしたい。

く回答〉（税務課）
対象要件の改正を検討します。

固定資産税の減免措置については、現実に即した合理的な制度となるよう E

成27年度に改正した「琴浦町同和対策に係る固定資産税の減免措置要綱jγ
基づき実施しておりますがぜ対象要件の改正を検討します。

年度毎の減免措置の状況につ‘きましては、次の表のとおりです。
減免措置の状況

年度 件数（件） 減免額（円）
H28 412 4,864,100. 
H29 390 4,685,2QQ 
H30 �92 4,572,JOO 

(2）小学生・中学生に対する解放「学習会 j のより一層の推進及び、f進学奨励金制度
を継続されたい。

く回答〉（人権・同和教育謀、 教育総務課）
「学習会j は、 平成22年3月に実施しました浦安小学校、成美小学校、

伯中学校、 赤碕中学校、 両文化センタ ー、 人権・同和教育課による 「学習会
の今後のあり方検討会においての確認事項に基づき取組んでいます。

今後も、各学校と文化センタ ｝ が連携し、部落差別の現実を直視し、何が
別なのかを見抜き、 差別から逃げないで闘っていくカをつけるため、「教科
習（学カ保障・進路保障）J、 「人権学習j 、 「仲間づくり j の3つの柱で取組
進めていきます。

「進学奨励金給付制度Jにつきましては、 平成23年度から高校生を対象｝
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一般対策化しました。平成29年度からは、対象範囲を拡充し、大学 ・ 専僻
校生も対象に加え一 般対策化しました。

経済的な理由から修学が困難な人に進学奨励金を給付することにより修惇
の徒を開き、社会に有用でかつ、ふるさとを愛し地域とのつながりを大切に ill、

将来に亘り琴浦町に貢献しうる人材の育成を図ります。

( 3.）生活相談員並びに人権教育推進員の設置継続と、文化センタ ー職員体制の充実（匪
持）を図られたい。

く回答〉（人権・同和教育課）
会計年度任用職員制度の導入に伴い、詳細については今後協議をさせてい聞こ

だきますが、現在のところ、次のように考えています。
「生活相談員の設置j について

被差別部落住民等の生活上の相談に応じ、必要な助言及び指導を行う｜ど
ともに、関係機関と緊密な連携を保ち、もって被差別部落住民等の福祉b
増進を図 ることを目的に設置しています。 社会状況の変化とともに、今盗
ますます多種多様な相談に対応すべく、各文化センタ ーに1人配置しまirlo

「人権教育推進員の設置Jについて リ

部落差別をはじめあらゆる差別をなくしていく学習活動についての、指
導 ・ 助言、学習相談及び資料 ・ 教材の作成等を行う専門職です。人権・陶
和教育課内にl人配置します。

「文化センタ ｝職員体制Jについて
〆：館長、ι隣保館指導員J児童厚生員J会話相談員の4人体制を考えていま
す。引き続き、部落問題解決の拠点、地域福祉向上の拠点、児童の健全肯
成の拠点、人権啓発のための住民交流の拠点として、ます ますその役割接
果たせるよう各種事業の充実と職員の資質の向上を図っていきます。

(4）生活保護の現状（琴浦町全体と当該地区との比較・経年推移）を示されたい。
く回答〉（福祉あんしん課）

地域を限定した生活保護受給世帯数については、町情報公開条例第7条第2
号「個人に関する情報Jに該当するため、お示しすることはできません。

(5）行政職員に行っている部落問題解決のための研修会について、その実績と成果及限
課題を明らかにされたい。

く回答〉〈総務課j
行政職員として人権を基軸にした行政サー ピスの実施や地域社会で指導的

役割を果たすため、全職員を対象に、 今年度は改正された差別事象等対応マ斗
ュアルを用いて研修を行つ－ています。

差別事象等対応マニュアルをより深く理解することができ、また差別の現実
を知り、部落問題の解決に向けて、説明するカや啓発・推進していくカの向品
につながったと考えます。
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(7）厳しい経済状況における当該地区住民の雇用確保や支援、企業の育成を継

また、琴浦町人権・同和教育推進協議会（企業部会）の事業項目にf各企業
人権・同和教育の推進に努め、人権・同和教育に対する正しい認識を深めると
従業員の学習の機会を確保する j とあるが、その実績を示されたい。

く図答〉（商工観光課）
就職差別解消に向け、琴浦町人権・同和対策雇用促進協議会と東伯

策協議会による企業訪問を毎年2社実施しています。また、雇用の確保
につきましては、人材確保支援補助金、育児休業促進奨励金、小規模事
営改善資金利子補給金などの施策を推進しています。

また、町内企業を対象に年2図研修会を実施しており、町内企業への
発に努めています。今年度の第2図研修会（12/3）では、事業所内での
同和教育の推進を図るため、 f企業にとって、何故人権を学ぶことが大
か？Jと題して（公社）鳥取県人権文化センタ ー より講演をしていただ
としております。

研修で学んだことを企業内で情報共有し、職場で人権について考える
増えることを期待し、これからも研修及び企業訪問等継続して取組みま 71

近年の研修内容につきましては、次の表のとおりです。
年度｜ 研修会（題材）
H27 f琴の浦高等特別支援学校

～第1期卒業生を送り出すにあたって～
イクボス養成セミナー

H28 I琴の浦高等特別支援学校初の卒業生
～職場定着の現状と課題～

人権噂重の職場づくり
～ハラスメント防止・メンタノレヘルス～

H29 I安心して働き続けることのできる職場づくり
fふつう j がいちばん？！

～ふつうであることってどういうことだろう～
H30 I雇用環境の整備について



これからも職員一人ひとりの人権感覚を高めるため、さまざまなテ ーマを取
り上げ、研修を行います。

(6）現在、 戸籍・住民票の不正取得対策として、事前登録が無くても不正取得と認め守
れた場合は本人に通知する制度が取り組まれているが、 不正取得と認められた後で作
通知では不十分と思われる。本人以外が申請に来た場合の事前確認の実施について樹
討されたい。

〈回答〉（町民生活課）
現在琴浦町が実施している本人通知制度とは、琴浦町に本籍や住民票があり

事前に笠録された方の戸籍や住民票等を登録者以外に交付した場合に、登録者
に交付した事実を通知します。また、委任状で取得された場合や不正に取得さ
れた場合は、 事前登録なしでも通知します。

本人以外が戸籍・住民票を取得する場合としまして、①委任状による取得引
場合、②弁護士等が職務遂行のために取得する場合、③自己の権利行使のた制
（※1）に取得する場合が考えられます。

※1お金の貸主から、借主の住所を（裁判や書類の送付のため）確認する必要があ奇
ために鯖求があった場合、死亡した兄の相続人になった弟からの相続のために請謝
があった場合など。

①委任状での取得の場合、記載内容（委任する項目、委任者と受任者の何
所・氏名・生年月日）に誤りが無いかを住民基本台帳システム及び戸繍
システムにおいて確認し、窓口に来所された方には本人確認証（運転矧
許証等）の提示を求めています。また

、 琴浦町で確認できなければ、芹
籍・住民票の管轄自治体へ照会し、記載内容を擁認しています。

・②弁護士等が職務遂行のため取得する場合、法律（戸籍法第 10 条の 2)

に基づき、来所者に本人確認証の提示を求め、請求理由の確認、資格翻
の確認をしています。

③自己の権利行使のために取得する場合、法律（戸籍法第 10 条の 2）矧
基づき、来所者に本人確認証の提示を求め、請求理由の確認と理由を裏
付ける資料（契約書や借用書）を確認します。

事前確認につきましては①委任状の場合、本人記載となっているため事前碍
認は不要であると考えられます。また、②と③の本人以外が申請する場合、相
人に連絡がつかない時や確認の人数が多い時は、その問、窓口の混雑や業務併
停滞を生じる可能性があるため、実施は国難です。窓口において本人確認、需
任状の記載内容、請求理由、理由の裏付けの資料の確認を徹底し、不正取得ω

防止に努めます。
詳細は別紙イメ ー ジ図をご確認ください。
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< s) r地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律j の公布
に伴い、 厚生労働省の見解として、 地域福祉の推進主体である「地域住民等Jに隣保
館が位置づくこと、 また部落差別や排除・忌避の問題が解決すべき重要な「地域生活
課題j であると示されているが、 今後の隣保館の役割についても見解を示されたい。

く回答〉（福祉あんしん課、人権
．

・同和教育課）
隣保館は、地域共生社会の実現に向け、各分野の地域生活課題を把握し、関

係機関との連携等によりその解決を図るための体制の関係機関のーっとして
機能を有していると認識しています。

また、部落問題解決の拠点、地域福祉向上の拠点、人権啓発のための住民交
流の拠点としての隣保館が、ますますその役割を果たせるよう各種事業の充実
を図っていきます。

6 今後とも本協議会と連携し、 諸案件に関する事前協議をお願いしたい。
く回答〉（人権・同和教育課）

部落差別をはじめあらゆる差別をなくするために、今後とも連携して取組ん
でまいりたいと考えております。

以上

． 、



5 (6）イメ ー ジ図

Aの住民軍の

写しなど

〈個人情報〉
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舞塁琴滞留了協議会

侍護人弁護士 山内 功様

回 タE
』4 書

2019年4月4日

日本共産党 琴滞畦欝τ ：.·
青亀欝宏；子一

去る3月29日付f申λ書jに対して下記の通り回答します。
記

[IJ f固定資蹴同和減免違法な組織的脱税j について。
この記事はfあたかも被差別部落住民全員が脱税行為をおこなっている説税集団と受け

取れる内容Jとして、これを “重大な侮辱勿 であり “名誉駿損” と決めつけている。
この記事は、固定資産税の同和減免という施策の妥当性を述べたものできb�，地方議員

として当然の議員活動です。よって指摘は当たりません0

fill f質問議員を待伏せ・慨について。
この記事に誤りがあります。それは「（元会長）J部分で、正しくはf（前議長） j

です＝
こわ記事の事実は、前議長が小椋正和議長を訪ね “ ことわり” をしていまずから「間違

った印象j を与えるものではなく、事実の報道です。

選遠方議長の義務について。
f蔀落差窓謀罪事写の議選に関する法律j は「定義Jのない理念法であり、参院法務委員会

で帯設の記Eを求めて次のようなf付帯決議j が付けられています。 f①部落差別の無
いを会の実表3こ向げでは、部落差別を解消する必要性に対する国民の理解を深めるよう努
めることはもとより、過去の民間運動団体の行き過ぎた言動等、部落差別の解消を阻害し
てきた妄冨を踏まえ、これに対する対策を講ずることも合わせて、総合的に施策を実施す
ること j となっており、この法律により、地方議員に政治的義務は課せられていません。

次に、噂E語句毒事差別撤廃とあらゆる差別をなくす条例j に反する「違法行為をしてい
るj との指搭はきたちません。町民l乙f責務j を課すような条例はパプリ ァグコメントを経て
制定．されるべきで寸＝また、 条例の改廃について議員は関与する権限がありますe

回 f謝罪J「紅Jiこついて。
以上の理由により、この回答を以って、謝罪・訂正の必要はないと考えます。日本共産党

は規約で議員に議会報告を義務付けています。民主的政治のフィ ールドでは「言語舎には言論
で対持Jがルールです。主張は言論により戦わされるものです。

以上

｜｜ 
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2019年五月号 r明るい琴滞』における鹿偽報道に対し
謝罪と記事の訂正を求める申入番

貴殿が、琴浦町議の肩書を使うで発行Lてふる’ r明
．
るい濠浦）. 2 ·o 1 g＆手正月

．号の鼠上で、琴滞町訓令に基づいて実施されているT琴浦町同和対策に係る宙定
資産裂の減免措置Jに対し、 E固定資産税同和減免違法な組織的脱税』の見出
しを付けた記事は、あた

－
かも被差別部落地医民全員が脱税行為を行．・っている脱

説犯の集団と受け取れる内容であり、・被差別部落地区民に対する重大な侮辱で
あり名誉家援行為である。

また、同額面において、 f質問議員を待伏せ1 桐喝Jど見出じをつけた記事の
中で、 「 1 2月1 1日 ・ ・ ・ ・ 役場玄関で伺喝。jとあるが、森氏が町長室に歩い
て行こうとしたところでよ偶然、大平議員に出会っただけであるにも拘らず、「待
伏せJをしていたと誤解を与える表現をしている。

さらに、 r 2 o 日、駐車場に待ち伏せよ再び銅喝jと、森氏が議会を傍聴して事

帰宅しようと役場駐車場の自分の寧内に居たところ、大平議員が偶然通りかか
ったので車中から呼び止めで、ー町民として意見を述べたことを、「桐喝J .とし
ている a

森氏が一個人として行ったことを、．解放同盟が組織どし七行うたことど読め
るように記載している。しかも、 f顧問j と書いているが、部落解放同盟の県の
組織にも、翠浦町協議会にも顧問職はなく、森氏もそう名乗っていない。

このように、森氏に裏付け取材をする之ともせず、大平議員の一方的な主張だ
けで記事を作成して町民に霞布ずる行為は、事実関係について間違った印象を
町民に植え付けるあのである。

これらの行為ば、 f部帯差別解消の推進に関する法律一2016年1 2月16
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日公布Jの第 6条2 項「地方公共団体は
w 固とり適切な投割分担を踏まえて、そ

の地域の実情に応じ、部落差別を解消する
－
ため：

－
必要な教育及び啓発を行うよう

努めるものとする。J との条項の趣旨がらすれば？シ町議会議員は町に積極的措議
をして差別解消のために努め

・
る政治的義務がおりV貨援はその義務を怠；t•• ，よ 主た

f琴浦町部落差別撤廃とあらゆる差別をなくずる条例J第3条町民は、相互に
基本的人権を；尊怠；！必い、部落差.SIJをはじめ、あらゆる差別をなくするための纏
策に協力するとともに、． 自らも差別及び差別を助長する行為をしないよう努め
るものとする。Jによるならば、地方公共団体の特別職である町議会議員の貴殿
が、虚偽の内容を町民に広宣していることは、部落差別解消とは対極の行為であ
るから、その責任はさらに掌く、貴殿はと．れらの法令に明らかに反する重大な違
法行為をしている。．

よって、 f明石い琴繍J における虚偽報道に対
．
じで、文書による謝罪、および

「明るい琴鴻jに謝罪文と訂正記事を掲載すること、更に二度主部落解放運動の
妨害をしないことを申しみれる0・ ・

． 

なお、話じ
解放里翠翠痩F協鶏会と被翻u部落地区民の名誉回復のため、不本意ながら民

事と刑事訴訟；提起する。．

平成 8. l 年4 月 1 （）·日まで，�，··書面による回答をお騒いします三
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2019年E月号 ＼
続年おけetlて －�·斗．，

明るい穏 おめて�るござい容す吟函時

露骨議r
結

審年るけまにおめでとうございます。いつも「明
連絡先健持母叩i:S るい琴震Jをおさ亮みいただき ありがとうございます。

1.FAX: �1，� 

訴時母島都 誇年は明るい琴浦Jを， 1回発行しましたー今年も

今年は一斉地方選挙区続き、7月には診鰻眠時選
挙があり、消費税糟税や憲法改正が大きな争点と
なりそうです。

Eメール軍事事Et雪量や議会で潤題になっていることをできるだけ分
h慣泊周忌調眠時／ t"云やすくお伝えしたいと思います。

国の方向を決める国政も身近な町政も「住民中そ
主人公Jの精神で頑張ります。

－ ， ， 
,, . 

ー宅、

ふたつの f使い回し jも（青亀が指摘）
不公草な混お港区の藍定資産税の減免は6月議会 、9月絡会と琴浦町政の最大の問

題となっていますz膏亀は12月議会の一般質問で固定資産税の同和減免の
“

核心
”

に
追りましたs

そもそも密室貴重震の議免は、個人に限られ、地域を丸ごと減免するζとはできませ
んg ですから特定地域を区切って減免することは、違法な組織的脱税となります。

［使いまわし① J 
琴意書官副題定資霊震の詞和減免要綱の

f墨書写J主主要量哀のように述べています。
「室主餐還金鍔還さにより生活環境等の
安定‘ 車電主が謹書されている地域（対象地
総白金昆＝ついて．冨定資産税の減免を
講ずること怠ぷ弓、経済力の育成支援、生
還怠安定‘筆毛主砲草雪上！こ寄与を目的とす
るム

免することができるJとなっています。つま
り、特別の事情を条例で定めれば減免が
できる構進になっていますe

ところが、琴浦町のf税条例Jにも『減免
規則Jにもf特別の事情Jが使い目されてい
ます。これが第2の使いまわしです。
特に議会の蟻決が必要のない『規則jには
「町長は、・・・ 特別の事情があると認める
納付議務「者Jlこ対し、別に定めるところに
より減免できるJとして、 f規則Jより格下の
「同和減免措置要綱Jを別に定め、個人で
ある納付義務省が、 「対象地域」にすりか
わり、地域を“ 丸ごと”減免の対象にしてい
ます。

こういった慾意的 な運用は、違法で悪質
といわざるを得ません。

膏亀の質問に対する小総町長
弁は『見産す。 一気にやる かは相限J
とし、結検的に以下の通りです。

『今までやってきたからそのま替で
いいと患っていることが多々あるMそ
れが今回指摘された。検討の時耽が
なかったので『検討します』と答え仕J

「『特別の事情』の明記は、そこ惇で
続み込んでいないので一時間を肘た
だきたいJ。 ．

固定資産税の同和減免の継続を要
求する12月5日付けの解放肉強協
織会への回答は、「対象要件の瑞正
を検討するJと、減免の廃止は金持考
えていません。
2援会の倫戦は、そんな悠長な対応

を併さないとこるまできているこ止を
自覚すべきです。 . ， 

質問醸員を

空竺竺！雪量
ニ07..，.－司ズO)A,-ツを擦ってみると、50

軍曹喝持軍穏禽..韓議錯置法Jの第1条
f芸銭誠司去を警も湾銀立法のこの法律lま
f議議集著書策勢調餐霊法jと名前を変
え、量義敏にす7室欝！こ自的を達成して完
全と品集費量、，ています 包 つまり、特別な対
翼を盛準語よ怠くなったのですz

とこ号謀、そ�.. も2年後の2004年9月
1昌司騨常緯毒害して誕生しますが、50
ヰ都司君嵩傘対襲が必要だったときの r定
書＝悪事むを襲盆積に接げて、今に至って

い奪亨記お準筆1の使い留しですー

（安い・ 売れないか？］

［鑓いまわし②］
ill�いまわしな、治方税法の『固定

糞震設S震免j（実367条）の使い回しで

すg 塗種主主、ーその他特定t の事情のある
｛零｝J二濯語、条例；こ定めるところにより4減

よく対象地区の土地はf安い』『売れよないJ
といいます。しかし固定資産の評価額は3

会発言に対する行為について’用11
日に絡会運営委員会を開き、対．を
協議します。皮肉にも防犯カメラ
部始終を捉えています。
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固定資産税の同和減免 ． 

｜決議全文｜
『琴浦町同和対紫！こ係る固定資産税の減免措置要綱Jの廃止を求める決議

,, 

． 

． 

，固定資産税の旧同和地区住民に限定する減免は議会の議決を必要としない「琴
浦町同和対策に係奇固定資民税の減免措置要綱J （以下減免要綱という）で行わ
れている。

昨年からこの問題が蟻会で論議が重ねられ、その反映として「減免要綱Jは平成
31年3月1日に改定されたが、改定の内容は主！こ2点となっている。

そのひとつは、 『目的1の部分が旧同和対策措置法、それを引き継いだ旧地域改
善特別措置法の第1 条f目的JIこ記述の文書を削除し、理念法である「部落差別の
解消に関する法律Jム目的を終え失効したr地域改善特別措置法Jを根拠にする
ものとなっており、実質的に変更したとはいえない。

今ひとつは、 「申請手続きJの項で、 「生活相談員の確認Jを削除したものである。
実際一昨今では、 この減免の申請件数や減免額も減少傾向であり、中には既得

権の
行
使でなく、納税の窓思をはっきり持って税を納めでいる人もいる。

貧富の格差の広がる中で、生活費に食い込む税の減免措置の必要性は認める
がー特定の地区を限定したものでなく、一般施策として行われるべきものである。

よって、「琴浦町同和対策に係る固定資産税の減免措置要綱jは根拠のないも
のとなっており、廃止されるべきである。

以止決5
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『固定資産税同和減免 違法な組織的脱税』報道に対する 対応状況

2019年1月：日本共産党琴浦 町青亀欝宏議員発行の「明るい琴浦J正月号に、

『固定資産税同和減免 違法な組織的脱税』という見出しで、 固定資産

税の減免は法的根拠が無いとする記事及び、部落解放同盟顧問（元会長）

が 議会終了後に議員を待ち伏せ ・ 桐喝したとする記事が掲載される

1月25日：山内功弁護士（米子市）に相談

部落解放同盟及び地域住民に対する重大な 名誉棄損 ・ 人権侵害として、

名誉を回復するための行動について相談

①『待ち伏せ ・ 桐喝』について

記事の内容は事実では ない

②『違法な組織的脱税』について

町の訓令に基づ
、

いて実施されている事 で、違法行為には当たらない

③名誉棄損として民事訴訟（裁判）にかける ことは可能

米子市でも同様の案件があり、勝訴している との説明も合わせて受

ける

④山内弁護士の名前で「申入書Jを作成する事を話し合う

虚偽報道に対する謝罪と記事の訂正 、解放運動の妨害をしないこと

を申し入れるもの

3月27日：「申入書Jを送付

4月4日：「回答書Jが届く

①「固定資産税同和減免 違法な組織的脱税」について

議員として 当然の活動 であり、 名誉棄損には当たらない

②「質問議員を待ち伏せ ・ 桐喝Jについて

前議長が小椋議長を訪れ「ことわり」をしているので事実

③f地方議員の義務Jについて

『部落差別解消の推進に関する法律』は定義が無い理念法

『琴浦町部落差別撤廃 とあらゆる差別を無くす条例』は町民に意

見を求め て制定されたものではない

また議員 は条例の改廃について 関与する権限がある

④「謝罪J「訂正Jについて

以上の理由から、 謝罪・訂正の必要はない

日本共産党は、 議員に議会報告を義務づけている

「言論には言論で 対時Jがルールであり、 主張は言論により戦わ

されるもの



4月12日：協議会役員会
青亀議員の回答を受け、今後の対応を相談
民事訴訟を起こす方向で話し合いを行うが、裁判費用の負担等に対
する検討が必要との意見があり、再度山内弁護士に確認する

4月18日：山内弁護士への相談
①裁判費用は、弁護士に支払う金額のことであり、賠償金請求額の

10%～15%が裁判費用になる
民事訴訟（名誉棄損）の場合、賠償金請求額は50万円まで

②申し入れに対する回答は、当事者の意見を全く聞き入れず、議員
であれば人権侵害も許されるとも取れる回答であり、法に訴える
事で、 議員活動・言論の自由といえども許されるもので．はないこ
とを示してもらうことが大切

③次回相談までに同和対策事業としての固定資産税の減免制度の経
緯と、前議長の「ζとわりj について事実確認をする

4月28日：前議長に小椋議長が発言した「ことわり」について聞き取りを行う
① 「ことわりにきた」などは一言も言っていない

どういう意図があって小椋議長が口にしたかはわからない
②小椋議長には、今まで一緒に活動してきたこともあり、なぜ大平

議員に意見をしたのか、説明をしに行った

4月28日：協議会役員会で今後について協議
①裁判費用は5万円～7万5千円

相手が控訴した場合の費用ついては再度確認する
②裁判は行わず、静観するという意見も出たが、何もしないことで

現状が維持できる保証はない
3月議会終了まで動くなという意見を尊重し、行動を控えた

にもかかわらず、固定資産税減免要綱の廃止決議が可決された
自分たちの名誉を守る行動は必要

③裁判実施に向けて各支部で地区民の了解を得る
支部定期大会・役員会等で説明し、理解を得る

一一
一一一一一一

一一 － 一一一一
一一一ー－

一 一
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部落解放同盟下伊勢支部 規約

第1章 総 則

第1条 本会は、部落解放同盟下伊勢支部といい、事務所を支部長宅に置く。

第2条 本会は、部落の完全解放・真に人権が確立された民主主義の実現をはかるこ
とを目的とする。

第3条 本会は、中央本部及び県連・中部地協 ・ 琴浦町協議会の決定した方針にもと
づいて、町内の部落解放運動を推進するために諸活動を展開する。

第2章 会 員

第4条 本会の規約を承認し、本会に加入部落住民 ・ 部落出身者を会員とする。

第5条 会員は、支部に所属し所定の会費を納め、本会の諸決定に従いかつ目的達成
のために積極的に活動し、諸集会などに参加し、役員を選ぴまた選ばれるもの
とする。

第3章 組 織

第6条 支部は原則として部落単位とし、5人以上の会員を持って組織する。

第4章 機関及び役員

第7条 本会に次の機関を置く。
.< 1）大 会
(2) 役員会
(3) 会計監査

第8条 大会は、本会の最高決議機関であり、役員会の決定にもとづき毎年1回支均
長が招集し、活動報告及び運動方針並びに予算・決算など当面の重要項目を審
議決定し、役員を選出する。

但し、役員会が必要と認めた場合、文は3分のl以上の同盟員の誇求があっ
た場合は、臨時大会を召集しなければならない。

第9条 大会は、出席した同盟員及び役員を持って構成し、その議事は出席した大妥当
構成員の過半数の賛成によって決する。
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第1 0条 役員会は、 大会の諸決定を執行し、 その執行について大会に対して負う

第1 1条

ものとする。 また、 緊急事項については審議し執行することができる。

本会には、次の役員を置く。
支部長 1名
高IJ支部長 1名
事務局長 1名
会 計 1名
幹 事 2名
会計監査 2名 ・

第1 2条 役員は大会で選出し、役員の任期は大会から次期大会とし、再任は妨げない

第1 3条 役員会は、支部長が招集し、支部長 ・ 副支部長 ・ 事務局長 ・ 会計 ・

成する。
役員会は、 自治会役員会と合同で開催することができる。

第1 4条 支部長は本会を総括代表し、 副支部長は支部長を補佐し、 事故ある時は、

第1 5条

第1 6条

第1 7条

第1 8条

第1 9条

代理する。
事務局長は、事務局を隼握し一切の事務を遂行する。

第5章 会 計

本会の会計は、 会費・補助金・負担金・事業収益金 ・ その他の収入でま
なう。

本会の予算・決算は、 大会の承認を得なければならない。

会計年度は、毎年4月1日に始まり、 翌年の3月31日までとする。

本規約は、 大会出席者の3分の2以上の賛成がなければ改正できない。

附 則

・2007年4月1 0日制定。
•2011年6月18日改正、 4月1日から適用。

・．



(2）規約（案）・ 細則（案）及び組織体制（案）について

（新規名称）規約（案）

第1章 総 則

（名 称）
第1条 本会は、（新規名称）（以下「本会」とする。）と称する。

（事務局）
第2条 本会の事務局は琴浦町教育委員会事務局人権 ・ 同和教育課内に置く。

（目 的）
第3条 人権とは、誰もが生まれながらに持っている権利であり、生命や自由、平等を保障し

私たち一人ひとりが幸せに生きていくために、互いに尊重しなくてはならない大切なもので
あ不

五会は、人権 ・ 同和教育及び啓発を積極的に推進し、部落問題をはじめとするあらゆる金
権問題 ・ 課題の正しい理解と認識を広げ、町民及び関係者一人ひとりの参加による、人権部
尊重され誰もが安全に安心して暮らせる住みよい琴浦町の実現を目的とする。

（事 業）
第4条 本会は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。

( 1 ）人権 ・ 同和教育の推進
(2）部落差別をはじめあらゆる差別をなくするための啓発活動
(3）啓発、推進方法の研究 ・ 実践並びに研修 ・ 講習
(4）資料の収集、作成、提供
(5 ）町民への広報活動
(6 ）関係団体との連携
(7 ）その他目的達成に必要な事業

第2章 組織 ・ 機構

（組 織）
第5条 本会は、第3条の目的に賛同する町内の各機関 ・ 団体の代表、並びに琴浦町人権 ・ 同朝日

教育推進員及びこの会の趣旨に賛同する者をもって構成する。
2 本会に会長が委嘱する啓発推進員を若干名置く。啓発推進員は所属団体等が開催する講旗

会、研修会等の派遣依頼に応じ、講演 ・ 助言を行う。

（機 関）
第6条 本会に次の機関を置く。

(1）部会（学校保育園部会・行政部会・企業部会 ・ 社会教育部会 ・ 福祉部会）
(2 ）同和対策委員会
(3）企画委員会
(4）広報委員会
(5 ）教材検討委員会

（役員及び任期）
第7条 本会γ次の役員を置く。

( 1)会 長』 1名 (2）副会長 2名 (3）監 事 2名
(4）事務局長 l名 (5）部会長、副部会長 1 1名（学校保育園部会 3名、

行政部会 2名、企業部会 2名、社会教育部会 2名、福祉部会 2名）



(6）同和対策委員長 1名 (7）企画委員長 1名 (8）広報委員長 1名

( 9）教材検討委員長 l名
2 役員の任期は2年とし、再任を妨げない。補欠若しくは団体代表の交代により就任した役員

の任期は、前任者の残任期間とする。

（役員の選出）

第8条 役員は総会において選出する。 ただし、部会長， 副部会長は部会において、また、同和

対策委員長、広報委員長、企画委員長、教材検討委員長は会長が委嘱した委員の中から選出
する。

（役員の任務）
第9条 役員の任務は次のとおりとする。

( 1 ）会長は本会を代表し会務を総轄する。
(2）副会長は会長を補佐し、会長事故あるときは、これを代理する。
(3 ）事務局長は会長の命を受け運営及び事務を総轄する。
(4 ）部会長、同和対策委員長、企画委員長、広報委員長、教材検討委員長は各部会、委員会の

企画運営にあたる。
(5 ）監事は協議会の会計を監査する。

第3章 会 議

（会 議）
第10条 本会の会議は、総会・役員会・部会・同和対策委員会・広報委員会・企画委員会・教材

検討委員会とする。
2 総会は年l回とする。 ただし、会長が必要と認めた場合は随時聞くことができる。
3 総会の議決は、出席者の過半数を持って決定し、可否同数の時は議長の決するところによる。

4 総会に付議する事項は、次のとおりとする。
( 1）予算・決算及び事業計画に関する事項

(2 ）役員の選出に関する事項
(3 ）規約の改廃に関する事項

(4 ）その他必要な事項

5 役員会は会長が必要と認めるとき随時招集する。
6 部会は、 部会長が招集し、 部会に関する事項を審議決定する。

7 同和対策委員会は同和対策委員長が招集し、活動にあたる。
8 広報委員会は広報委員長が招集し、広報編集の任にあたる。

9 企画委員会は企画委員長が招集し、会務の企画立案並びに運営にあたる。

10 教材検討委員会は教材検討委員長が招集し、教材の作成にあたる。

第4章 会 計

（会 計）

第11条 本会の会費は、町の委託金、その他をもってあてる。
2 協議会の会計年度は、毎年4月1日から翌年3月3 1日までとする。

第5章 その他

（細 則）
第 12条 会長は、必要に応じて別に細則を設けることができる。

附 則

この規約は、2019 年 4 月 1 日から施行する。



（新規名称）細則

第1条 この細則は、 （新規名称） （以下「本会」という。）規約第12条に基づき定
める。

第2条本会規約第5条の会員構成は、概ね次のとおりとする。

1 保育園・こども園…各保育園 ・ こども薗職員

2 小・中 学 校…各小学校 ・中学校教職員

3 特別支援学校…県立琴の浦高等特別支援学校教職員

4 行 政 関 係…町議会議員、農業委員、役場職員、教育委員会事務局職員、

議会事務局職員、農業委員会事務局職員

5 企 業 関 係商工会代表、労務改善協議会代表、建設協議会代表、大山で

業農業協同組合代表、J A鳥取中央代表、赤碕町漁業協同組百

代表

6 社会 教 育関係…教育委員、各地区公民館長、各地区区長会長、教育委員会代

表、社会教育委員会代表、人権教育推進員、保育園保護者会連

合会代表、小・中学校PTA連合協議会代表、女性団体連絡協議

会代表、男女共同参画推進会議代表、青年団代表、青少年健全

育成協議会代表、各地区人権 ・ 同和教育推進研究協議会会長、

部落解放同盟琴浦町協議会代表、出上 ・ 下伊勢西自治会代表、

啓発推進員

7 福 祉 関 係…社会福祉協議会代表、高齢者クラブ連合会代表、文化センタ

一館長、人権擁護委員会代表、生活相談員、身体障害者福祉協

会代表、手をつなぐ育成会代表、精神障害者ことうら家族会代

表、民生児童委員協議会代表、更生保護女性会代表、東伯保護

区保護司会代表

8 琴浦町 人権・同和 教育推進員

9 その他この会の趣旨に賛同する者

第3条 協議会規約第6条の部会の構成は、次のとおりとする。

1 学校保育園部会…各保育園 ・ こども園職員、各小 ・中学校教職員、県立琴の浦

高等特別支援学校教職員

2 行 政 部 会…町議会議員、農業委員、役場職員、教育委員会事務局職員、
一

議会事務局職員、農業委員会事務局職員

3 企 業 部 会商工会代表、労務改善協議会代表、建設協議会代表、大山で

業農業協同組合代表、J A鳥取中央代表、赤碕町漁業協同組百

代表

4 社会教 育部会…教育委員、各地区公民館長、各地区区長会長、教育委員会代

表、社会教育委員会代表、人権教育推進員、保育園保護者会連

合会代表、小・中学校PTA連合協議会代表、女性団体連絡協議



会代表、男女共同参画推進会議代表、青年団代表、青少年健全

育成協議会代表、各地区人権・同和教育推進研究協議会会長、

部落解放同盟琴浦町協議会代表、 出上・下伊勢西自治会代表、

啓発推進員、 その他この会の趣旨に賛同する者

5 福 祉 部 会…社会福祉協議会代表、高齢者クラブ連合会代表、文化センタ

一館長、人権擁護委員会代表、生活相談員、身体障害者福祉協

会代表、手をつなぐ育成会代表、精神障害者ことうら家族会代

表、民生児童委員協議会代表、更生保護女性会代表、東伯保護

区保護司会代表

第4条 総会の構成メンバーは、概ね次のとおりとする。

1 保育園・ こども園…各保育園長・こども園長・家庭支援推進保育士

2 小 ・ 中 学 校…各小・中学校長、各小・中学校人権教育主任

3 特別支援学校…県立琴の浦高等特別支援学校長、 人権教育主任

4 行 政 関 係… 町議会議員代表、農業委員代表、 役場管理職員

5 企 業 関 係…商工会代表、労務改善協議会代表、建設協議会代表、大山乳

業農業協同組合代表、 J A鳥取中央代表、赤碕町漁業協同組合

代表

6 社会 教 育関係…教育委員代表、各地区公民館長、各地区区長会長、教育委員

会代表、社会教育委員会代表、人権教育推進員、保育園保護者

会連合会代表、小 ・ 中学校PTA連合協議会代表、女性団体連絡

協議会代表、男女共同参画推進会議代表、青年団代表、青少年

健全育成協議会代表、各地区人権・同和教育推進研究協議会会

長、部落解放同盟琴浦町協議会代表、出上・下伊勢西自治会代

表、 啓発推進員

7 福 祉 関 係…社会福祉協議会代表、高齢者クラブ連合会代表、文化センタ

一館長、人権擁護委員会代表、生活相談員、身体障害者福祉協

会代表、手をつなぐ育成会代表、精神障害者ことうら家族会代

表、民生児童委員協議会代表、更生保護女性会代表、東伯保護

区保護司会代表

8 琴浦町人権・同和教育推進員

9 その他この会の趣旨に賛同する者

第 5 条 本会 会 員に対す る旅費等については 、琴 浦 町職 員等の旅費に関す

る条例（平成1 6年条例第5 3号）の規定を準用する 。

附 則

この細則は、2019年4月1日から施行する。
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総会、役員会、同和対策 委員会、
企画委員会、広報委員会、
教材検討委員会

鳥取県部落解放月間の活動
時期：7月10日～8月9日
ワッペン着用、立看板、懸垂幕の設
置、街頭啓発でのチラシ配布等を行
つ。

琴浦町部落解放週間の活動
時期：12月4日～10日
県作成の部落問題CMがあればTCC

で放送。

第 15 回差別をなくする町民の｜時期：7月下旬予定
つどい ｜会場：まなびタウンとうはく

各種会議

啓発活動

事

事務用品費
6, 000 I 

部落問題CM放送料
49,000 曲

運営費、準備用品費等
12, 000 ffl 

業 l広報紙発行
（つながりあうことうら）

年2回発行予定(10月、 3月）
全戸配布及び町内事業所へ配布

会員研修会 本総会後の 研修会

人権 ・ 同和教育部落懇談会
時期：11月～3月頃
会場：各部落で開催

印刷製本費

阻ド！？

｜阻H

AHu
－

nHu
 

m
－
等
1

費口問耗出同金謝

教材用紙代、消耗品費
s1. ooolh 

学習資料収集
事業所等への 啓発資料として貸し｜学習用DVD購入費
出しを行う。 ｜ 弘 oool何

第44回部落解放・人権西日本夏｜会場：香川県高松市 ｜交通費、宿泊費、日当毒
各 ｜期講座 ｜期間：2日間 【伝達研修あり】 ｜ 0名予定 31, 30伸

種 ｜第71回全国人権・同和教育 研究｜
｜てつ ｜会場：未定【伝達研修あり】

大｜大会

派
遣

部落解放研究第53回全国集会
会場：愛知県
期間：2日間 【伝達研修あり】
会場：未定(IO月中旬 頃決定）
【伝達研修あり】

第34回人権啓発研究集会

未定

交通費、宿泊費、日当奇
0名予定 54, lOQ 円

未定

；｜事務費 ｜各通知の発送等庶務

局 ｜県人権教育推進協議会負担金 I 2019年度負担金
参考2018年度琴浦町人権・同和教育推進協議会予算620. 000円

琴浦町 同和対策推進協議会 予算250,000円

円一
円

nu－
nU

等
仏一
乱

費
l－
5

通費ロ
問耗出悶

錦
町 ※637, 10@1円

※最終的な全体の予算については各部会の予算と未判明の大会の詳細が分かり次第改めて報告します。


